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4.2 処分の制限（交付要綱第18条参照） 

（１）助成金を受領した車両には、処分の制限があります。 

処分とは、以下の内容を指します。 

処分の例 処分の基準日 

申請者住所の都外への変更 住民票等の公的書類における

住所変更日 

使用の本拠の位置のみ都外へ変更 車検証の変更登録日 

譲渡（売却、下取り、廃車のための引渡） 売買契約日または車両引渡日 

リース契約満了・途中解約・承継による使用者

変更（解約後の譲渡・廃車を含む） 

リース契約終了日 

上記に当てはまらない名義変更 車検証の変更登録日 

その他、本助成金の交付の目的に反する使用※ 個別に公社が指定 

※個人間カーシェアリング含む。 

（２）本助成金には、下記のとおり処分制限期間が定められています。 

区分 処分制限期間 

自家用車両（レンタカーを除く） ４年 

 

区分 処分制限期間 

運
送
事
業
用
車
両
・
レ
ン
タ
カ
ー
用
車
両 

乗用車 

総排気量２㍑超のもの。総排気量がないものは道

路運送車両法上の自動車の種別が普通自動車のも

の。 

４年 

総排気量０．６６㍑超２㍑以下のもの。総排気量

がないものは道路運送車両法上の自動車の種別が

小型自動車のもの。 

３年 

貸物車 

道路運送車両法上の自動車の種別が普通自動車ま

たは小型自動車で、積載量２トン超のもの 
４年 

道路運送車両法上の自動車の種別が普通自動車ま

たは小型自動車で、積載量２トン以下のもの 
３年 

軽自動車 
道路運送車両法上の自動車の種別が軽自動車のも

の。 
３年 

 ※処分制限期間は、初度登録日から起算します。 

※処分を行う際は、必ず事前に承認を受けてください。承認前の処分や無届の

処分は交付要綱違反となり、助成金全額の返納を求める場合があります。ご

注意ください。 
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4.3 処分の手続き（交付要綱第18条参照） 

（１）交付決定日以降、処分制限期間内に車両を処分するときは、以下のフロー図に

したがって、財産処分の承認申請を行ってください。 

 

助成対象者 
東京都地球温暖化防止活動推進センター 

（クール・ネット東京）  

  

 

①  「取得財産等処分承認申請書」及び「財産処分完了報告書」の様式は、クー

ル・ネット東京のホームページからダウンロードしてください。 

 

②  承認申請の提出先は、助成金の申請時と同じです。 

 

③  クール・ネット東京から承認通知を受領したのちに処分を実行してくださ

い。 

 

④  承認申請書の到達から承認通知まで１～２週間程度かかります。承認申請書

に記載する「処分の予定日」は、提出日から２週間以上空けてください。 

  

取得財産等処分承認申請書 提出 

添付書類：処分する車両の自動車検査証の写し 

財産処分の予定が決定 

返還額通知書 送付 

財産処分完了報告書 提出 

添付書類：処分した日付がわかる書類 

取得財産等処分承認書 送付 財産処分の実行 

返納金を納付（銀行振込） 

承認 

返還額確定 
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（２）処分制限期間内に助成対象自動車を処分するときは、返納金が発生します。ク

ール・ネット東京から通知される「取得財産等の処分に係る返還額通知書」に

基づき、納付してください。計算方法は次のとおりです。 

 

 返還額（※１） ＝ 助成額 × （ １ － 
経過期 間（※２）

処分制 限期 間 （※３）
  ）    

 

※１ 千円未満切り捨てです。 

※２ 初度登録日から所有 権移転日（売却・下取りの場合は引渡日・入庫日）までの月

数で計算します。 

（例）10 日に初度登録した場合、翌月 10 日までは 1 か月目、翌月 11 日からは 2

か月目となります。 

※３ 処分制限期間も、月数で計算します。 

（例）自家用車両は処分制限期間４年なので 48 ケ月で計算します。 

 

（３）以下の場合は、処分の承認を得るだけで、返納金は発生しません。 

なお、処分承認後に免除申請を行うことはできませんのでご注意ください。 

 

免除理由 免除要件の確認に必要な書類 

天災等により走行不能となり

抹消処分する 

・自治体発行の罹災証明書 

・損害額が車両の現在簿価を上回ることの証明 

・登録識別情報等通知書（抹消登録が記載された

もの） 

過失の無い事故により走行不

能となり抹消処分する 

・自動車安全運転センター発行の交通事故証明書 

・申請者の過失がゼロであることが明記されて

いる損害賠償に関する承諾書（免責証書）、

示談書等の、記名・捺印があるもの。 

・損害額が車両の現在簿価を上回ることの証明 

・登録識別情報等通知書（抹消登録が記載された

もの） 

・CEV補助金を併用している場合は、一般社団法人

次世代自動車振興センター発行「クリーンエネ

ルギー自動車導入事業費補助金相当額返納につ

いてのお知らせ」の返納額なしのもの 

 

（次ページに続く） 
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申請者死亡により２親等以内

の親族が車両を相続し、引き

続き使用する（相続人が都内

等の助成要件を満たす） 

・申請者の除籍を証明する書類 

・申請者と相続人の続柄を証明する書類 

・変更後の車検証 

リース解約によりリース事業

者が車両を保管する（リース

事業者自身が都内等の助成要

件を満たす） 

・リース解約が確認できる書類 

・リース事業者が助成要件を満たすことの確認書 

 類 

リース貸与先変更（新貸与先

が都内等の助成要件を満た

す） 

・リース解約・承継が確認できる書類 

・新貸与先が助成要件を満たすことの確認書類 

その他クール・ネット東京が

特に認める場合 

・クール・ネット東京が指定する書類 

 

4.4 その他（交付要綱より抜粋） 

 

（申請の撤回）  
第１１条 被交付者は、第９条第１項による本助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件に異議がある

ときは、同条第３項の本助成金の交付決定の通知を受領した日から１４日以内に助成金交付申請撤回届出

書（第５号様式）を公社に提出し、申請の撤回をすることができる。  
２ 公社は、前項の助成金交付申請撤回届出書の提出があったときは、その内容を都に報告するものとす

る。  
 
（債権譲渡の禁止）  
第１２条 被交付者は、第９条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全部又は一部を第三者

に対して譲渡をし、又は承継をさせてはならない。ただし、公社の承認を事前に得た場合はこの限りでは

ない。  
２ 公社は、前項ただし書の承認に当たっては、あらかじめ都の承認を受けるものとする。  
 
（交付決定の取消し）  
第１３条 公社は、被交付者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第９条第１項の規定に基づく本助成

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。  
 一  虚偽申請等不正事由が発覚したとき。  
 二  交付決定の内容又は目的に反して本助成金を使用したとき。  
 三  本事業に係る公社の指示に従わなかったとき。  
 四  交付決定をうけたもの（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若し

くは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。  
 五  その他本助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。  
２ 公社は、前項の決定に当たっては、あらかじめ都の承認を受けるものとする。  
３ 公社は、第１項の規定による取消しをした場合は、速やかに当該被交付者に通知するものとする。  
４ 本事業が終了したときは、第１項及び第３項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該各項の規

定を適用する。  
 
（本助成金の返還）  
第１４条 公社は、被交付者に対し、前条第１項の規定による取消しを行った場合において、既に交付を行

った本助成金があるときは、当該被交付者に対し、期限を付して当該本助成金の全部又は一部の返還を請

求するものとする。  
２ 被交付者は、前項の規定により本助成金の返還の請求を受けたときは、公社が指定する期日までに、当

該本助成金を公社に返還しなければならない。  
３ 被交付者は、前項の規定により本助成金を返還したときは、公社に対し、助成金返還報告書（第６号様

式）を提出しなければならない。  
４ 前項の規定は、次条第１項の規定による違約加算金及び第１５条第１項の規定による延滞金を請求した

場合に準用する。  
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５ 本事業が終了したときは、第１項から第３項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該各項の規

定を適用する。  
 
（違約加算金）  
第１５条 公社は、第１２条第１項の規定による取消しを行った場合において、被交付者に対し前条第１項

の規定により返還請求を行ったときは、当該被交付者に対し、本助成金の受領の日から納付の日までの日

数（公社の事務処理に係る期間として公社が認める日数を除く。）に応じ、返還すべき額につき年 10.95
パーセントの割合を乗じて得た違約加算金を請求するものとする。  

２ 被交付者は、前項の規定による違約加算金の請求を受けたときは、これを公社に納付しなければならな

い。  
３ 本事業が終了したときは、前２項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該各項の規定を適用す

る。  
 
（延滞金）  
第１６条 公社は、被交付者に対し、第１３条第１項の規定により本助成金の返還を請求した場合であっ

て、当該被交付者が公社が指定する期限までに当該返還金額（違約加算金がある場合には当該違約加算金

を含む。）を納付しなかったときは、当該被交付者に対し、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応

じ、未納付の額につき年 10.95 パーセントの割合を乗じて得た延滞金を請求するものとする。  
２ 被交付者は、前項の規定による延滞金の請求を受けたときは、これを公社に納付しなければならない。  
３ 本事業が終了したときは、前２項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、当該各項の規定を適用す

る。  
 
（他の助成金等の一時停止等）  
第１７条 公社は、被交付者に対し、本助成金の返還を請求し、被交付者が当該本助成金、違約加算金又は

遅延金の全部又は一部を納付しない場合において、同種の事務又は事業について交付すべき助成金その他

の給付金があるときは、相当の限度においてその交付を一部停止し、又は当該給付金と未納付額とを相殺

するものとする。  
２ 本事業が終了したときは、前項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、同項の規定を適用する。  

 
（助成事業の経理）  
第１９条 被交付者は、助成事業の経理について、その収支を明確にした証拠の書類を整備しなければなら

い。  
２ 被交付者は、前項の書類について、第９条第１項の規定により公社が本助成金の交付決定をした日の属

する公社の会計年度の終了の日から別表第３に掲げる処分制限期間を超過するまでの期間保存しておかな

ければならない。  
 
（調査等）  
第２０条 公社は、本事業の適切な遂行を確保するため必要があると認めるときは、被交付者に対し、本事

業に関し報告を求め、被交付者の事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を調査し、又は関係者に質

問することができる。  
２ 被交付者は、前項の規定による報告の徴収、事業所等への立ち入り、物件の調査又は関係者への質問を

受けたときは、これに応じなければならい。  
３ 本事業が終了したときは、第１項中「公社」とあるのは「都」と読み替えて、同項の規定を適用する。  
 
（個人情報等の取扱い）  
第２１条 公社は、本事業の実施に関して知り得た被交付者に係る個人情報及び企業活動上の情報（以下

「個人情報等」という。）については、本事業の目的を達成するために必要な範囲において、都に提供す

ることができる。  
２ 前項及び法令に定められた場合を除き、公社は、本事業の実施に関して知り得た被交付者の個人情報等

については、本人の承諾なしに、第三者に提供しないものとする。  

 

 


